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＜総説＞

抄録
人口減少・超高齢化に伴い，地域社会には様々な課題がもたらされている．これらの地域課題を解
決するために，多分野で「地域づくり」が行われている．本稿では，まず「地域づくり」について概
観し，「協働の地域づくり」を行ううえで必要な視点と，保健師に必要なジェネラルな能力について
検討した．その結果，「協働の地域づくり」に取り組む保健師には，「社会的決定要因（Social Deter-
minants of Health）」と「社会的包摂（Social Inclusion）」の視点を持つこと，ジェネラルな能力として，
「マネジメント能力」，「パートナーシップを形成する能力」が特に必要であることを中心に解説する．
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Abstract
A decreasing population and a “super-aged” society have created new challenges in communities. To 

meet these challenges, community development efforts have been carried out in many fields. This research 
aims to clarify the meaning of “community development” in different fields. Additionally, I identified the 
following points of view: social determinants of health and social inclusion, and abilities; management and 
developing partnerships for public health nurses who engage in collaborative community development with 
people in communities; and multidisciplinary groups of professionals across various fields, departments, and 
institutions.
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I．はじめに―「地域づくり」とはなにか

我が国の社会状況は，これから大きく変わろうとして
いる．2005年には20％を超えて超高齢社会へと突入し少
子高齢化は加速し続けており，2050年には総人口が 1 億
人を割り込む一方，65歳以上の人口が2025年には総人口
の約 3 割を越えるとの試算がなされている．人口構造の
変化が，人々の生活にもさまざまな影響を及ぼすことが
考えられており，日本創成会議・人口減少問題検討分科
会は，人口減少の状況下における対応策について，提言
をまとめている（平成26年 5 月日本創成会議・人口減少
問題検討分科会「ストップ少子化・地方元気戦略」）．そ
こでは，子どもを産み育てたい人の希望を阻害する要因
の除去，子どもを産み育てやすい環境づくり，地域の実
情を踏まえた多様な取り組みの支援，女性や高齢者，海
外人材が活躍できる社会づくりなどの戦略が示されてい
る．人口減少・超高齢社会を迎える時代背景に関連して，
コミュニティの弱体化，人材不足と産業・経済活動への
影響，公共交通の存続困難など，地域住民の生活に直結
する問題が顕在化している．今後，人口減少・超高齢社
会に伴い行政の財政も逼迫し，行政だけで地域課題に対
応することに限界が生じているとの見方もある（平成30
年 3 月国土交通省「今後の共助による地域づくりのあり
方検討会とりまとめ」）．
このような社会や地域，コミュニティの変化に伴い，

国の政策に「地域づくり」や「コミュニティづくり」，「ま
ちづくり」などが掲げられて久しい．たとえば，厚生労
働省の保健医療福祉政策では，「保健医療2035提言書」（平
成27年 6 月）のなかで，「健康なコミュニティづくり」
を行い，人々が健康になれる社会環境をつくり，健康な
ライフスタイルを支えると提言しているほか，「地域に
おける保健師の保健活動に関する指針」（平成25年 4 月
19日）においても，地域特性に応じた「健康なまちづく
り」の推進を行うこととしている．他省庁の政策を概観
すると，農林水産省は，農村地域の活性化や農業の持続
的発展等を目指した地域づくりを課題とし，農業生産活
動の体制整備，新品種・新技術の活用による産地育成，
歳農村強制・対流など多くの施策を行っている．環境省
では，「第二次環境基本計画」（平成12年）以降，エネル
ギー，水質・水循環，自然，歴史・文化など 8 つのテー
マに，持続可能な地域づくりを課題に掲げており，「第
五次環境基本計画」（平成30年 4 月）においても，地域
資源を活用した持続可能な地域づくりを重点戦略に掲げ，
地域資源等を持続可能な形で最大限活用するための施策
を実施するとともに，地域づくりを担う人づくりを行う
としている．また，国土交通省は，都市再生整備計画事
業（社会資本整備総合交付金）を創設し，地域資源や地
域特性を生かした地域づくりの取り組みを，各地で行っ
ており，「今後の共助による地域づくりのあり方検討会
とりまとめ」（平成30年 3 月）を受け，「共助による地域
づくり」に向けたさらなる取り組みを推進している．内

閣府は経済財政政策の一環として，「地域づくり・まち
づくり」を強化策として取り組んでおり，地域の活性化
や地域再生，商店街のまちづくりなどを推進している．
このように，各省庁で環境・体制・設備，建物・道路な
どのハード面と，人・人材，文化，歴史などのソフト面
に目を向けた政策を行っており，それを受けて，各地で
行政，企業，民間団体，地域住民等の様々な人が，交付
金事業等を活用し，「地域づくり」に協働で取り組んで
いる．滋賀県の「人口減少社会における豊かな地域づく
りへの提案」（平成26年10月）にみられるように，県主
導で分野横断的な「地域づくり」を推進する動きや，地
域づくりを総合戦略とし，「地域づくり協議会」を設置
している地方自治体（例えば，静岡県伊豆市），地域づ
くりを推進する条例を定め，各地区に地域づくりセン
ターを設置し，協働による地域の課題解決に取り組んで
いる自治体（長野県松本市）などもみられ，分野横断・
協働による地域づくりが進められている．
このように，さまざまな分野で推進されている「地域
づくり」とは，どのようなものをいうのだろうか．「地
域づくり」の定義を概観してみた．敷田[1]によると，「地
域づくり」という用語が普及するのは1980年代以降であ
り，時代背景に伴い，目的や内容が変化していったという．
2000年以降，「地域社会の総合的な充実を図ること」を
目的とされるようになり，地域経済の活性化を目的とし
た「地域振興型」から，「テーマ型」を経て，地域環境
と個人の生活の質の向上を目指した「統合デザイン型」
に移行し，現在の総合的な地域づくりへと，内容が変化
していったことが報告されている．一方，看護や福祉の
分野では，「地域づくり」には，いくつかの異なる定義
づけがされているが，時代の変化を表すような違いはみ
られない（表 1 ）[2-6]．看護学の分野では，「地域づくり」
に近い概念として，他にも，人々が健康になる環境をつ
くるなどの意味を表す「健康なコミュニティづくり」，「健
康なまちづくり」などの用語が用いられている．研究論
文に至っては，「地域づくり」の定義はさらに広がり，「地
域に存在するあらゆる人的資源や物的資源を活用し，地
域のニーズに対応するサービスを開発・提供し，住民同
士の交流や支え合いを促し，その意識や価値観を育みな
がら，誰でもが安心して暮らせる住みよい地域の生活基
盤を形成すること」[7]のように，目的により多くの要
素を包含するものがある一方，「地域住民が描いている
健康な生活を住民と保健師が共有し，両者の共同による
活動プロセスをとおして地域住民一人ひとりが役割をも
ち，地域ぐるみで健康な生活が営める町をつくっていく
こと」[8]のように，「健康な生活の営み」にその目的を
限定したものなどさまざまだ．保健師がおこなってきた
「地域組織支援（地域組織化活動）」も，地域組織の支
援を通してコミュニティをエンパワメントし，地域の健
康課題の解決を図ることを目的としており，「地域づく
り」の一部と考えられる．社会福祉学の分野では，「ま
ちづくり」や「福祉コミュニティづくり（コミュニティ
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の開発/community development）」[6]などの用語が，広
く用いられている．社会福祉学における解釈の特徴は，
「人が，共同の関心や関心の追及に基づき，共通の行動
を生み出す帰属意識をもち，メンバーが相互扶助（支え
合い）の意識が機能している集団」[9]と定義される，「コ
ミュニティ」の形成を目的としている点である．人々の
互助を発展させ，コミュニティの形成を図るとともに，
地域の問題を住民と協働で行うという点で，看護学にお
ける「地域づくり」と親和性が高いといえよう．看護や
福祉以外の分野では，「地域づくり」の定義について，「集
落社会を活性化するための地域資源の有効的な活用方法
を求めること」[10]「地域の仕組みを革新しながら，内
発的に新たな地域をつくりあげていくこと」[11]などが
みられる．「地域づくり」の目的や内容は時代とともに
変化しており[1]，さらに多分野で行われていることか
ら，「地域づくり」を共通言語として用いて，様々な人々
とともに，分野横断的に「協働の地域づくり」に取り組
むためには，まず互いが抱くイメージや目的を共有する
とともに，地域住民の主体性を引き出し，地域住民を中
心とした協働のチームをつくる必要があるだろう．協働
のメンバーには「地域づくり」について，自分の専門分
野での解釈に留まらず，広い視野で考えることが求めら
れる．このような「協働の地域づくり」に分野横断的に
取り組むうえで，保健師に求められる視点やジェネラル
な能力とは何だろうか．

II．「地域づくり」に欠かせない視点

地域保健・福祉の課題解決を目指す保健師が「地域づ
くり」に取り組むうえで，欠かせない視点として，本
稿では，健康の社会的決定要因（Social determinant of 
Health）と社会的包摂を取りあげる．

 1 �．健康の社会的決定要因
（Social Determinants of Health）

「地域づくり」に取り組むうえで重要な視点の 1 つは，
「健康の社会的決定要因」であると考える．個人の健康
が外的要因の影響を受け，決定づけられるとして，「健
康の社会的決定要因（以下，SDH）」への働きかけと健
康格差の縮小が，公衆衛生の課題とされている（WHO, 
1998）．社会的決定要因には，社会経済環境（収入，社
会的地位，教育レベル等），物理的環境（住居，居住地
域の環境等），個人の特性・行動（サポート，ネットワー
ク，文化，個人のヘルスリテラシー等）が掲げられてお
り，健康格差を縮小するために，SDHに対処する必要
があるとしている[12]．公衆衛生で用いられてきた「社
会環境アプローチ」は，個人の健康に影響する環境要因，
すなわちSDHに働きかける手段と考えられる．したがっ
て，SDHへの対処は全く新しい取り組みではなく，こ
れまでも保健師や公衆衛生従事者は行ってきたといえ
る．「WHO健康の社会的決定要因に関する委員会による
最終報告書」[13]が発表され，2009年の第62回WHO総会

表 1　「地域づくり」及び関連用語の定義
用　語 目　的 定　義 分野 出　典

地域づくり

住民の生活と健康の
質の向上

地域住民の生活と健康の質の向上を目的として，そ
のための課題を把握し，計画立案，実施，評価，及
びそのフィードバックという一連の過程とその成果
を示す

看護 看護学事典第 2 版　
（2003）

地域の課題解決

地域に住み暮らしている住民や地域にかかわる人々
が，地域の各種機関，大学などの教育機関，企業，
行政などさまざまな組織とともに社会の形成に主体
的に参画し，互いに協力し合うという互恵の精神に
基づき，地域の課題を解決する活動

看護 看護大事典第 2 版
（2010）

地域の課題解決

地域で暮らしている住民や地域にかかわっている
様々な組織が，互いに協力し合いながら社会形成に
主体的に参画し，地域の課題を解決する活動である
地域の課題に関する情報を共有するところから始ま
り，計画立案，実施，評価という一連の過程及びそ
の成果である

看護 看護学大辞典第 6 版
（2013）

まちづくり 住みやすいまちをつ
くる

建物や道路といったハード面や，歴史文化，福祉な
どのソフト面を，保護・改善することによって，更
に住みやすいまちとする活動全般を示す
また，多くの場合，まちづくりは住民が主体となっ
て，あるいは行政と住民とによる協働によって取り
組まれる

福祉 社会福祉学事典
（2014）

コミュニティづくり
同一性の感情にもと
づく「コミュニティ
集団」に発展する

環境改善やサービスの実施が，地域にとって必要で
あるかどうかを，地域住民自ら発見し，方針を決定
し，そしてそれの実現について必要な集団的活動に
参加することによって体験せられる「同一性の感情」
を共有すること．地域集団が，同一性の感情にもと
づく「コミュニティ集団」に発展するように援助す
る過程

福祉 岡村重夫.地域福祉論
（2009）
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において，健康の社会的決定要因に取り組む活動を通じ
た，健康の不公平性の解消の提言に関する決議が採択さ
れたことによって，本格的に対策が講じられている．「地
域づくり」は，環境やヒト，モノなど，様々な社会的決
定要因に働きかけ，資源や地域の価値を新たに生み出し，
個人の行動を規定する文化などに変革をもたらし，「新
たな地域をつくりあげていくこと」[11]である．それぞ
れの地域で，地理的環境，地域の人々が共有してきた歴
史や文化，暮らしを成り立たせる産業や経済活動，地域
資源などは異なり，一つとして同じところはない．SDH
が人々の健康行動を規定するため，同じ「地域づくり」
の取り組みをおこなっても，地域によって人々の反応や
変化は異なると考えられる．「ある特定の集団や地域社
会の人間関係の中で構築された歴史，文化（慣習，規範，
行動様式等），制度，集団や地域社会の構成員の認識」（社
会的文脈）を理解することは，地域づくりの取り組みを
行ううえで重要である[14]．公衆衛生看護は，「対象を
取り巻く環境の改善を支援することにより，健康の保持
増進，健康障害の予防と回復を促進し，もって人々の生
命の延伸，社会の安寧に寄与すること」と定義される（日
本公衆衛生看護学会）．保健師が「地域づくり」に取り
組み，健康課題の解決をはかるためには，それぞれの地
域で，そこに暮らす人々の健康に影響するSDHをアセス
メントし，どこに働きかける必要があるのか検討したう
えで，「地域づくり」を始めることが重要と考える．

 2 ．社会的包摂（Social Inclusion）
「地域づくり」に取り組むうえで重要な視点として，
もう 1 つは，社会的包摂（Social Inclusion）であると考
える．社会的包摂という用語は，1960年代にフランスの
貧困問題における「社会的排除」という社会的問題を論
じるなかで使われるようになったとされ[15]，「社会的
排除」と対を成す概念である．日本では，「社会的に排
除されてきた人々について，単に保護の対象とするので
はなく，その自立を促進し他の人々との相互的な関係を
形成していく」[16,17]などと定義づけられ，2000年頃か
ら社会福祉の理念として関心が寄せられ，議論されてき
た．欧州連合（EU）では，既に社会的包摂を主要な目
標に掲げて政策を推進している．日本でも，雇用の不安
定化や不利な就業状況，経済的困窮と教育・学習機会の
不足など，社会関係の欠乏や制度からの排除などの社会
的排除をもたらすリスクと課題への対策として，2010年
前後より「社会的包摂」を基本概念とした政策提言がな
され，内閣府，厚生労働省，復興庁などが検討し始めたが，
社会的包摂を理念とした具体的な社会政策の実行は，ま
だこれからである．「社会的排除」は状態ではなく，制
度や人とのつながりから個人や家族が排除されていくプ
ロセスであり[18]，これまで特に，孤立死や自殺，子ど
もの孤立・貧困などの問題に対する政策の理念として持
ち出されてきた．社会的排除によってもたらされる「社
会的孤立」は，「地域や地域の人々，他者との相互のつ

ながりが希薄で，頼りにする相手がいない状態」[19]で
あると解釈され，「社会的交流の欠如」「社会的サポート
の欠如」「社会参加の欠如」の 3 つで説明されている[20]．
これらが意味する，ネットワークやサポート，身近な地
域活動への参加や社会参加，地域の人々に気軽に声をか
けてもらえ，自分が地域の一員と感じられること（地域
との一体感覚）などと健康の関連は，既に数多く報告さ
れている．また，孤立の問題はもはや家族（配偶者・子
ども）の有無にかかわらず存在しており，家族外の他者
とのつながりの結合度やつながりの性質が変化している
ことが，問題の背景にあるとされているように[21]，「社
会的孤立」の状態が社会によって生み出されることが，
しばしば指摘されている．「地域づくり」の取り組みに
より，社会的排除の問題への対処と，人々を社会に取り
込んでいく「社会的包摂」が期待でき，「社会的孤立」
を解消することで，健康にも効果をもたらす可能性が考
えられる．「社会的包摂」を意識して，地域に暮らすさ
まざまな世代，生活状況の人々を取り込みながら行う，
「地域づくり」の取り組みは，地域・社会とのつながり
が乏しい人々に，社会との接点をもたらし，地域・社会
の相互的な関係の中に引き入れ，排除のプロセスに歯止
めをかける， 1 つの方策となるだろう．
病気や失業，配偶者との離別・死別など，さまざまな
ライフイベントを機に，誰もが「社会的排除」に陥る可
能性がある．社会的公正を活動の規範に置き，健康障害
の予防を促進し，社会の安寧に寄与する保健師（日本公
衆衛生看護学会）は，高齢者，子育て世代，生活困窮者
など，施策のターゲットとされる特定集団だけを対象と
するのではなく，地域に暮らすすべての人々，つまり，
すべての年代の，単身者から子どものいない夫婦など，
あらゆる世帯の，支援やサービスの狭間にいる人々まで，
対象として考慮しなければならない．分野ごとの「地域
づくり」の取り組みが，却って地域の人々を，年代や対
象特性で分断してしまう危険性がある．日頃から，地域
に暮らすすべての人に責任を持つ保健師こそ，個人と社
会の両方に目を向け，分野横断的に「地域づくり」に取
り組む必要があるだろう．
また，「地域づくり」によって人々を地域に取り込む（社
会的包摂を成し遂げる）には，地域や地域の人々と関わ
りを持てるようになるための，情報や知識の獲得，コ
ミュニティへの参加行動の意思やスキル，自尊感情や自
己効力感など，ヘルスリテラシーへの対処が必要である．
ヘルスリテラシーは，個人的な要因と社会的・環境的な
要因，相互作用的な要因により形成される[22]ことから，
個人と社会の両方の側の要因に働きかける必要がある．
個々人のヘルスリテラシーを高めること，個人や家族が
地域・社会の大多数に開かれる機会をつくること（場と
アクセシビリティの確保），孤立させない仕組みをつく
ること，排除されないような開かれた社会をつくってい
くことが，日本の「包摂的社会政策」の課題であり，公
衆衛生の専門家である保健師の役割と考える．
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III．保健師に求められるジェネラルな能力

ここまで，「地域づくり」が近年多くの分野で取り組
まれていること，その目的や内容はそれぞれ異なるため，
「地域づくり」に取り組む目的や「地域づくり」の内容
について，広い視野を持って考える必要があること，社
会的決定要因（SDH）や社会的包摂の視点を持ち取り組
む必要があることを述べた．では，地域住民や他分野の
人々と協働でおこなう，分野横断的な「地域づくり」の
実践のために，保健師に必要な「能力」とはどのような
ものだろうか．
「地域づくり」の進め方について，参考となる方法は
いくつか示されており，地域住民と地域の支え合いマッ
プを作成し，取組みの課題を抽出し，必要な取組みなど
を明らかにしながら「地域づくり」を進めるもの[23]や，
地域住民の参加により地域の理想の姿を描き出し，話し
合いで実現のための条件や活動を明らかにしながら「地
域づくり」を進めるもの[24]，地域の課題（プロジェク
トイシュー）を抽出したあと，コアメンバーや地域住民
とともに，課題について意見・アイデアを出し合い，ア
イデアを統合・検証しながら「地域づくり」（ソーシャ
ルデザイン）を行うもの[25]などがある．これらの共通
点は，初期の段階で，住民をはじめとする協働する人々
と地域の現状や課題について情報交換や情報共有を行う
こと，将来の地域の姿（地域のビジョン，理想の姿）を
共に描くこと，地域づくりのイメージや地域づくりの目
的を共有することだろう．次いで，地域住民や他分野の
専門家など，協働する人々と「地域づくり」の中身を具
体的に考え，計画を立て，役割分担し，実施・評価を行っ
ていく．
文献[23-35]に共通する「地域づくり」のプロセスに
沿って，保健師に必要な能力を取りあげてみると，以下
が考えられた．それは，地域住民や協働する人々とのコ
ミュニケーション能力，地域診断能力（情報収集力，情
報の統合力，分析力，思考力，思索力，課題抽出力など），
プレゼンテーション能力，「協働の地域づくり」の目的
達成・地域のビジョンの実現に向かうためのマネジメン
トとリーダーシップの能力，協働するメンバー間のパー
トナーシップを形成する能力である．「地域づくり」に
求められるジェネラルな能力は多岐にわたり，「地域ケ
アシステム構築」などと共通する能力もあるだろう．本
稿では，「協働の地域づくり」に必要な保健師の能力の
うち，特に重要と考える 2 つの能力を取りあげる．

 1 �．地域のビジョン実現に向かうためのマネジメント
能力
「地域づくり」を行うことで地域の健康・福祉の課題
の解決を図るためには，戦略的に進める必要がある．そ
のために重要となる能力の 1 つが，マネジメント能力で
あろう．「地域づくり」における保健師のマネジメント
の特徴として，しくみを活用し意図的・効果的・効率的

に成果を生み出しながら，保健福祉サービスを提供し，
地域の目指す姿へ導くとされ，保健師は「地域づくり」
のプロセスで，必要な仕組みをつくり，活用しながら，
マネジメントサイクルを展開していると報告されている
[8]．「地域づくり」におけるマネジメントは，「協働す
る人々とともに，『地域づくり』の目的の達成や地域の
ビジョンの実現を効率的・効果的に達成するために行う
こと」と定義づけられており，マネジメントサイクルを
実施することが，「地域づくり」に必要な保健師のマネ
ジメント能力の開発・発展につながる[26]とされている．
保健師が「地域づくり」で行っていたマネジメント[26]
は，コッター [27,28]のマネジメント機能に包含された．
そこで，文献[26-28]を基に，「協働の地域づくり」にお
いて求められる，具体的なマネジメントについて，マネ
ジメントサイクルに沿って検討し，表に整理した（表 2 ）．
地域住民や他分野の専門家など，全く異なる背景を持
つ人々との「協働の地域づくり」では，地域住民の主体
性を引き出すことを意識しながら，①～③（表 2 ）のプ
ロセスに沿って，〖必要なマネジメント〗を行う能力が
求められる．①は主に，地域住民のニーズを確認し，地
域住民と協働のメンバーの理解を得ながら，「地域づく
り」の目的達成のために計画し，秩序を築くことで，取
り組みを具体化していく段階である．②は，「地域づく
り」の目的達成のための組織構造や人材配置，組織・チー
ムの方針や規則を築き，地域住民の主体的な取り組みの
基盤をつくる段階である．③は，確実な目的達成に向け
て，モニタリングや評価を行い進捗管理し，必要に応じ
て再計画化・再組織化を行う段階である．分野横断的に，
地域住民を中心とした協働のチームで「地域づくり」を
行うためには，①～③のプロセスを通して，対話により
共通理解・共通認識，合意形成を重ね，人々を動機づけ，
人心を統合し導いていく，リーダーシップ能力も不可欠
である．協働するメンバーの様々な意見をまとめ，共通
の目的の達成に向かっていくよう導きながら，人々を支
え，力を引出し，人心を統合することのほか，一人ひと
りが取り組みを通して自己実現できるようにするなどの，
サーバントリーダー的なリーダーシップが求められると
考えられる．また，マネジメントの全過程を通して，自
分のマネジメントの省察（リフレクション）を行う能力
や，協働のメンバーに説明する能力が求められるであろ
う．「協働の地域づくり」を成功に導くために，マネジ
メントを行う者には，ファシリテーションやチーム・ビ
ルディングなどの技術も求められると考える．地域住民
を中心とした協働のチームとするために，地域住民の自
立度や力量に応じて，地域住民のマネジメントを支援す
ることが求められる場合もあり，そこでは，コーチング
などの技術（スキル）も必要となる．
「協働の地域づくり」では，信頼関係を築くために，
忍耐強く時間をかけて，協働のメンバーと向き合うこと
が求められる．信念をもって地域について語り，共に地
域の未来や課題について考え，議論が長引いたとしても，
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試行錯誤しながら地域の課題を解決し，「協働の地域づ
くり」の目的や地域のビジョンを実現していくほかない．
そこで，もう 1 つ重要な能力として，「パートナーシッ
プの形成」の能力を取り挙げる．

 2 ．パートナーシップの形成能力
住民や様々な立場の人々と「協働の地域づくり」に取

り組む過程で，パートナーシップを形成する能力が重要
と考える．協働が，「異なる主体が地域や社会の課題を
解決するために，それぞれの特性を生かしながら対等の
立場で協力し，協力して働くこと」[29]と定義されてい
るのに対し，パートナーシップは，共通の認識・目的を
達成するためにつくられた組織の活動を通して形成され
る，「異なる立場の人々・機関の対等な相互関係」[30]，

表 2　「地域づくり」におけるマネジメントサイクルと必要なマネジメント
マネジメント
サイクル ①計画立案と予算設定 ②組織化と人材配置 ③コントロールと問題解決

〖
必
要
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
〗

・「地域づくり」の根拠を明らかに
する

・「地域づくり」の方向性を決定す
る

・「地域づくり」の目的・目標を明
確にし，計画を立てる

・必要な資源を割りつける（既存の
保健事業や住民グループの集まり
等を含む）

・住民主体の活動を阻害する問題と
その解決法を考え，対処する

・「地域づくり」に必要な情報を収
集し，メンバーで共有・活用する

・目的を達成するための協働の組
織・チームをつくる
・適切な人材配置を行い，責任と権
限を割り付ける
・組織・チームの方針や規則をつく
る
・モニタリングする方法としくみを
つくる
・主体性を高めながら，住民を支え
る
・必要な資源の活用・創造（人材育
成を含む）

・計画に対する実績のモニタリング
・目的・計画から逸脱していないか
確認する
・「地域づくり」の目的に照らし，
取り組みの成果を評価する
・「地域づくり」活動の方向性を修
正し，具体的な計画にフィード
バックする

※文献［26-28］に基づき著者が作成

表 3　「パートナーシップ形成」に関連する要素と能力
「パートナーシップ形成」に関連する要素 必要とされる能力（例）

メンバーシップ

・メンバーが互いについて知り，協働の関係をつ
くるための機会をつくる

・メンバーの相互関係を維持できるように支援す
る

・マネジメント能力（組織化）
・リーダーシップ能力（メンバーを勇気づける，
動機付ける，人心の統合）

対等な参加とオープン
なコミュニケーション

・小グループで話ができるようにするなどして，
メンバーが対等に参加できるようにする

・メンバーが自由に，ディスカッションや地域づ
くりの活動に参加できるようにする

・プレッシャーを与えないようにしたり，くぎづ
けになるようにして（ファシリテーション），地
域づくりの取り組みへの参加を勧める

・マネジメント能力（組織化，人材配置）
・リーダーシップ能力（メンバーを勇気づける，
動機付ける，人心の統合）
・他者に共感する能力
・他者を尊重できる能力
・コミュニケーション能力

規範（ルール）の決定
・協働のメンバー間のコミュニケーション，意思
決定のプロセス・方法，衝突への対処方法など
について，メンバーで話し合い，規範をつくる

・マネジメント能力（組織・チームの方針や規則
をつくる）

信頼関係の構築

・協働のメンバー間で約束したことを最後まで遂
行する

・互いの秘密を守ることを尊重する
・協働のメンバーの貢献を知り，一緒に成功を祝
うなどして，関係づくりやチーム・ビルディン
グをしながら協働の取り組みを進める

・コミュニケーション能力
・他者に共感する能力
・他者を尊重できる能力
・マネジメント能力（組織化，人材配置，進捗管理）

「地域づくり」の目的
や優先順位を決める

・ディスカッションを行い，メンバーが共感・共
有できるゴールを設定する

・リーダーシップ能力（方向性の設定，理解・共
有を図る，人心の統合）

地域の強みや地域特性
を明らかにする

・地域の強味や活用できる資源を明らかにし，地
域のメンバーに伝えて，自分たちの地域に価値
があり尊重されていると感じられるようにする”

・地域診断能力
・プレゼンテーション能力
・コミュニケーション能力

力（Power）と影響力
のバランスをとる

・メンバー間のパワーバランスを保つ（パワーシェ
アリング）

・マネジメント能力（情報収集・共有，組織化，
人材配置）

パートナーシップのア
セスメント（評価）

・メンバー全員が参加し，パートナーシップを評
価する

・省察する能力
・適切にフィードバックする能力

※ 引用文献[27，28，34]に基づき著者が作成
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「互いに信頼し育ちあう関係性」[31]とされ，「信頼関
係」や「育ちあう平等・公平な関係」の要素が加わる．パー
トナーシップは，「対等」，「信頼」，「尊重」，「平等・公
平」な関係性が形成された状態であり，協働の地域づく
りの活動を発展させ，その目的の達成につなげていくた
めに，重要と考えられる．樋口[32]によると，「地域に
おけるパートナーシップは，社会的排除に対する有効な
処方箋」であり，「排除された人々のエンパワメントに
より，社会的排除の抑制に貢献する」とされ，社会問題
の解消に有効と考えられている．
「パートナーシップ形成」には， 6 つの課題：パート

ナーシップのメンバー間の相互理解，メンバー間の情
報共有と合意形成，多くの時間と労力を必要とするこ
と，パートナー間の公平性・パワーシェアリング，財源
の確保・資源の平等な分配，評価・継続的なモニタリン
グ，があるとされる[33]．これらの課題を解決し，パー
トナーシップ形成を遂げる手段として，「パートナーシッ
プの形成」に関連する要素[34]を協働のチームに培うこ
とで，これらの課題を解決し，パートナーシップ形成を
成し遂げられると考えられる．そこで，文献[27,28,34]
に基づき，パートナーシップを形成するうえで保健師に
必要な「ジェネラルな能力」を検討し，「パートナーシッ
プ形成」に関連するそれぞれの要素ごとに，表に整理し
た（表 3 ）．この中には，マネジメントやリーダーシッ
プの能力も含まれる．パートナーシップの形成で最も重
要な要素は「信頼関係の構築」であり，時間をかけて築
き上げていく必要があるとされるが，これには，コミュ
ニケーション能力のほか，他者を思いやる，他者の気持
ちに気づいて共感するといった，「他者に共感する能力」，
「他者を尊重できる能力」などが関連すると考えられた．
パートナーシップを形成する過程で，「信頼・尊重・対
等な関係性」を構築することにより，協働する地域住民
の自主性（主体性）が引き出される．保健師は，地域づ
くりにおいて住民の主体性を引き出す支援を行い，住民
のペースを尊重しながら，住民に寄り添い，信頼関係を
築くよう努めながらともに活動しており，保健師の住民
と協働の地域づくりの活動は「コミュニティ・エンパワ
メントの過程」である[35]との報告がみられる．このこ
とから，パートナーシップを形成することによって，個
人や地域のエンパワメントをもたらし，「地域に場の力
が活性化された状態を生む」[36]ことも期待される．

IV．さいごに

「地域づくり」の主体は，そこに暮らす人々である．
地域には様々な経験や能力，資質を備えた人々がいる．
本稿で概観したように，既に政策に基づく「地域づくり」
の取り組みが，数多く行われている．地域住民を主体に，
行政組織，企業，多様な分野の専門家が，分野横断的に「協
働の地域づくり」に取り組むことによって，地域の活性
化や地域再生，経済活動の活性化，健康増進，孤立防止

など，複数の地域課題を同時に，効果的・効率的に解決
できると考えられる．保健師は，日頃から地域で生活す
る住民や地域・社会と関わりながら，「社会的決定要因」
に目を向け，それらに介入する専門職である．保健活動
を通して，幅広い視野で地域や個人を捉えていることで，
協働の相手となる様々な立場にある人々が認識している
地域の課題や，イメージする「地域づくり」の目的や地
域のビジョンを理解することができ，「協働の地域づく
り」を推進するキーパーソンになると考える．
保健師には，地域保健における課題とその解決策とし
ての「地域づくり」という限定的な視点に留まらず，「社
会的決定要因」，「社会的包摂」などの視点を持ち，地域
の人々や協働するその他の人々の視点で広く「地域づく
り」を捉え，分野横断的な「協働の地域づくり」により
地域と人々に貢献できる，ジェネラルな能力を培うこと
が求められる．その能力を携え，組織内外で分野横断的
な「協働の地域づくり」に取り組み，地域の課題解決と
ビジョンの実現に取り組むことが期待される．
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